国連改革に関するパブリックフォーラム

分科会１：開発

２００５年８月３０日午後１時半から

ファシリテーター：　南　博　外務省国際社会協力部政策課長

パネリスト：石井菜穂子　財務省大臣官房参事官

　　　　　　岡庭　健　　外務省経済協力局開発計画課長

　　　　　　高橋清貴　　日本国際ボランティアセンター

南（外務省国社部政策課）

　　　　国連改革に関して、途上国の関心は「開発」の達成。ＭＤＧｓ見直しに対して先進国の努力はどうなるのか、途上国は何をすればいいのかというところが焦点。

　　　　日本は、1990年代は世界一のＯＤＡ大国だった。現在は減少している。その一方で、先進国各国は、ＧＮＩ比0.7％に向けて増額傾向。

単にＯＤＡを増やすだけでいいのか、日本のＯＤＡ政策をどうしていけばいいのか。

岡庭（外務省経協局開計課）

○ＭＤＧsは成果に着目した目標なので、「どうやって」というアプローチの問題が大切。取り組みに対して日本が重要だと思う四つのポイントは、以下の通り。

１．開発途上国のオーナーシップが重要、またそれを支えるＮＧＯなどとのパートナーシップも重要。

2． 人間の安全保障の視点

3． 経済成長を通じた貧困削減（貧困地域と裕福な都市部とのリンクから、民間セクターの育成と農業開発）

4． 平和の構築と自然災害への取り組み

○日本のＯＤＡ政策

・ODAの量は減っているが、今後事業量を１００億ドル積むことを目指す。アフリカ向けODAも今後３年間で倍増。

・成長のための基礎教育分野促進

· 保健と開発のイニシアティブ総額５０億ドル目指す。

· 保健関連ＭＤＧｓに関するアジア太平洋ハイレベルフォーラムを東京で開催。

· 水協力イニシアティブ　水と衛生。水フォーラム主催。水の分野では世界最大のドナー。全体の４０％を占める。

・国連防災会議の開催。　防災も日本は最大のドナー。２００４年度６．６億ドル。今後２５億ドル以上に。

○経済成長を通じた貧困削減を達成するためには

・成長を促進するために環境整備や民間開発を促進する。

・アフリカの農業開発支援・強化

高橋（JVC）

○岡庭さんからの４つの点について

１．オーナーシップ：これは、国際社会の課題に対して何でもって責任を果たすのかという問い。日本の場合はODAが主要な方法であるが、量が少なすぎる。また、質の課題が大きい。これまでのODA50年のレビューをちゃんとやるべき。すべてのODAがプラスに貢献してきたわけではない。どこを、何を増やすのかという問題だ。それに、日本はODAに関わるスタッフがあまりに少ない。他に、お金の流れ方をいかに透明にして情報公開するか、どのようにして貧困削減につながっているのか。また、国際社会の共通ゴールへの貢献度をどう評価していくのか。その仕掛けを整える必要がある。今度のサミットでの日本の積極的な提案は何か？

２．人間の安全保障：草の根の住民や裨益を受けない人、社会的に弱い立場に置かれた人たちの視点から援助のあり方を考えることを全面に押し出すことは良い。しかし、日本の考えややり方にブレがある。もう少しきちんとやるべき。

3． 貧困削減：民間セクターと農業投資の重要性を言われたが、農業は大量の資材を投入しても解決にならない。技術問題ではなく、人の暮らしのあり方、生きる権利の観点から考えるべき。例えば、土地をもたない農民が自然資源にアクセスできることを保証するような支援が必要。アフリカの８０年代のSAP以後、民営化が進んでいるが、状況はますます厳しくなってきている。

4． 平和構築：日本の考え方が明確でない。紛争後の介入よりも、予防を重視すべき。それによって、「保護する責任」のような危うい概念へのアプローチも変わってくる。開発もそうだが、主権国家として介入してこなかった部分に介入していこうという動きに対して日本の考え方を整理すべき。「人間の安全保障」の文言が成果文書で見られない。

南

○高橋さんのコメントに対して

・人間の安全保障に対する反応：成果文章では人権の部分に言葉が入っている。日本政府としては言葉を残したい。

・保護する責任：人権の方でよく議論され、開発からはやや離れるかと。

［参加者からの意見・コメント］

松井（日本障害者協会？）

Ｑ．国連改革と障害者権利条約の問題はリンクしている。障害問題は貧困と密接に関係している。開発部門では障害には一切触れられておらず、人権のところでは多少入っているが、これはタイ政府の努力によるもので、日本政府としてはどう考えているか。

高瀬（ＴＩＣＡＤ市民フォーラム）

Ｑ．１９６０年代から今までどうしてアフリカはうまくいかなかったのか。経済開発と社会開発のバランスの悪さが原因であり、日本政府はそのことをちゃんと把握しているか。経済成長と貧困というが、貧富格差の縮小まで考慮しないといけないのではないか。三つ提案したい。１．貧困削減という言葉を貧富格差の是正という言葉に。２．NGOと途上国のコミュニティにもわかるように、ODAをわかりやすく説明する必要がある。３．農村開発について。緑の改革でなく、レインボーエボリューションを。

熊岡（JVC）

Ｑ．経済成長を通じたという点に４点。１．カンボジアで職業訓練を通じて協力活動を行ってきたが、中間層の下までは届くが、本格的な貧困層に届くのは難しかった。具体的なアプローチなしでは言うだけで終わるのでは？アジアの成功をもっと検証していく必要がある。コラプションの問題。日本の援助が政治的有力者をふくらませている部分があるのではないか。日本以外のＧ７の国々は無償が中心だが、有償の部分を役割分担として引き受けているのか、それとも成功してきたという自己判断からか。

（男性）

Ｑ．ネパールで１５年活動。貧富の格差は拡がっている。従来のODAが地域の住民と一緒に行ったプロジェクトなどは非常に持続可能的だが、丸投げ的なODAでは持続性は求められない。できるだけ援助をコミュニティ型に。

浪瀬（WE21）

Ｑ．数年前カンボジアに。与える援助と育てる援助の違い。関わる人々の農村の人々の表情の違い。しかし貧富の差を援助が助長している部分がある。人々のプライドを高められるような日本のODAのあり方を。

石井（財務省国際局）

熊岡さんの質問に対して：結果的に役割分断を築いている。有償と無償の性質の違い。どちらが優れているということではなく、調整することが重要。相手国のオーナーシップに基づいた発展のあり方を支えていくことが重要で、その次に無償、有償の問題がくるのでは。有償でやることによって、計画性・規律を直せるという面もある。有償でやってしっかり相手にみてもらうという面もあるのでは。

岡庭

補足：大部分がインフラ関連だが、民間が行けないようなところで、ある国が道路を作りたいといえば有償貸し付けする。道路は経済成長だけでなく、学校や病院に通じる道路であったりする。また他のドナーはやっていないので、役割分断は明確である。

・ODAでコミュニティ支援をやるのは範囲が狭められて難しい。支援を受けた側が他の地域でひろめていけるかが重要では。コミュニティに焦点をあてても、経済ががたがたであれば意味がない。国のマクロ経済を良くした方がいい。

・ネリカ稲：外貨節約、貧しい人の食料確保

高橋

貧富の格差について：全部はODAではできない。だから連関性が重要。また、選択と集中で考えたい。しかし、何を基本原則に選択するかが問題。緊急性があるからと、経済成長が見込まれるところに先行的に集中してお金が入ることが、本当に貧しい人々を救うことになるのか疑問がある。

長瀬（ODA改革ネット）

・ODAに関する目標は定められているだろうが、量に関して、目標はあるが、配分に関しては？いずれの社会サービスの指標についても、日本は非常に成績が悪い。MDGに対して日本が単独行動をとっているのではないか。

· 貧困層を２０１５年までに半分にするといった場合に、２００３年に日本の対ODAはインドネシア、中国、ベトナムが占めている。現実にやっている行為は言動と一致しないのではないか。

（女性）

・国連の援助はシングルイシューではないか。コーディネイトがまったく成されていない。農村のコミュニティ開発という言葉はない。関連した問題をもう少し重視できないか。

・タイムラインベースで。２０１５年以降はどうなるのか。ビヨンド２０１５というかたちではやっていけないか。

（男性）

・貧しい人を減らすのか、どこへ持っていくのか。地場に対する動き、発想がもう少しあってもいいのではないか。

岡庭

・貧困人口がもっとも多いのはアジア地域であり、どの国に援助をするかというのは国民のコンセンサスをみながらであり、欧州諸国のドナーはアフリカと昔から関係があり、日本はアジアにおけるドナーであるというのが今のコンセンサスであると思う。

石井

・アジアで成長してきた国は借款の対象からはずれてきている。成長と市場経済化など、悪いことのようにとらえられているが、成長なしでの貧困削減は難しい。

・貧富の拡大について。資産のアクセス、土地の使用権など、日本一カ国ではどうしようもないことであり、世銀ほかの国際機関と一緒に取り組むべき問題。

・質の強化は必要である。アジアで成功してきた例をアフリカに持ち込んでも難しいだろうと認識している。やはり支援のやり方は非常に手間がかかり、お金の問題以上である。お金で早急に解決されるべき問題なのかという確信がない。

高橋

・お金だけでは解決できない問題はある。ではどうしたらいいのか。日本はそこをしっかりと考えるべき。次は2008年が大事な年だと考えている。それまでに、日本はレビューと評価と対話をしっかりやり、そこで積極的な提案を国際社会に打ち出していくようにしてはどうか。

石井

・全体的に何が欠けているか。産業を育てていく積極的なイニシアティブである。それに対して今の支援分野の拡大を目指す。アジアでの経験はアフリカでは活かせないから、勉強する必要がある。

山中（草の根援助運動）

・援助というのは国々を知り、人々を知ることが基本だが、ナイロビとロンドンだけでは人が少なすぎる。そういうところには積極的にお金を使ってほしい。

西（JVC）

・経済成長があっても良いガバナンスがない限り貧困削減はありえない、という点をもう一度見直してほしい。

初沢（ジョイセフ）

・reproductive health rightsを明確に打ち出してほしい。

（女性）

・NGOに対してODAは何ができて何ができないのか説明していただきたい。

まとめ

岡庭（外務省）

格差是正は非常に難しい。国のあり方、グローバリゼーションとの関連でもある。２０１５年以降のことも考えなければならず、国連で考えていくべきであると思う。

石井（財務省）

貧困削減に役立つ成長は誰が裨益者になるか重視しなければならない、ガバナンスも考慮し、資産へのアクセスもみていかなければならない。上からと下からのラップが必要。

高橋（JVC）

今度のサミットでは、ODAの量だけでなく、日本が国際協調を踏まえながらどのような提案を出していくのか、世界が注目している。アメリカの成果文書への修正案ではMDGsという言葉を全て消してきた。日本はこれに対してどのような姿勢で臨むのか注目している。

熊岡（JVC）

日本のNGOは調査研究・政策提言していく必要がある。政府とNGOが協力して調査提言できる場をつくっていってほしい。

（以上）

